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 道や市町村により、日本赤十字社などからの医師や保健師等が各避難所を巡回する措置

がとられるなど、避難者の健康に配慮した避難所運営が行われた。 

 

 

 町内会や自主防災組織等の協力により、避難所の開設や、自主的かつ円滑な避難所の運

営が行われたことにより、市町村職員は他の災害対応業務に従事することができた。 

 また、学校が避難所の場合、近くに居住する教職員との連絡が容易であったり、教職員

が避難所運営に協力的であったなど、円滑な避難所運営につながった。 

 

 

 避難生活が比較的長期に渡った避難所では、避難者数の減少に伴う複数の避難所の集約

や、学校の授業再開に伴う避難スペースの縮小などが行われた。 

 このことにより、住民の通常の生活の回復につながり、また避難所の体制がコンパクト

になったことから、より効率的な避難所支援ができた。 

 

 

   
 

３ 評価できる事項、課題 

評価  医師等による避難所の巡回が実施されるなど、避難者のこころのケアにも配

慮した避難所運営が行われた 

評価  町内会や自主防災組織等の協力により、避難所の開設や、自主的かつ円滑な

運営が行われ市町村職員が他の災害対応業務に従事できた 

評価  避難者の規模や避難所となっている施設の状況に応じて、避難所の集約等が

行われ、効率的な避難所支援ができた 
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 暖房器具を設置していない避難所があるなど、生活環境が必ずしも良好でなく、避難者

の健康を害した事例があった。 

（被災市町村から、冬季に災害が発生した場合を想定すると防寒対策が必要ではないかと

いった意見が出された。） 

 

 
 避難所を運営する市町村職員が少なかったことなどから、高齢者や女性、子どもへの配

慮が十分でなかった。 

 

 
 これまで大きな災害が発生していなかったなどの理由により、今回初めて避難所を開設

した市町村では、訓練が十分ではなかったことなどから、市町村における避難所運営の習

熟度が低かった。 

 

 
 市町村の職員が避難所運営にあたったところでは、職員の人員不足により、ローテーシ

ョンを組むなどの対応が取れず、負担が大きくなり、また、他の災害対応の業務に従事で

きなかった。 

 

 
 市町村により、避難所に避難している避難者への情報伝達・共有の方法として、広く行

き渡るようによく目に付く場所への掲示が行われた。 

 それに対して、避難所に避難している避難者としては、現在の被害情報や自宅の損壊等

の状況、帰宅できる時期の見通しなどについての情報が欲しいと考えていたが、市町村で

のマニュアルの未整備等により情報が不十分だった。 

 

 

課題  避難所の生活環境が必ずしも良好ではなく避難者の健康を害した事例があっ

た 

課題  避難所での高齢者等への配慮が十分でなかった 

課題  初めて避難所を開設する市町村では、訓練が十分ではなかったことなどか

ら、市町村の避難所運営の習熟度が低かった 

課題  避難所を運営する市町村職員の人員不足により交代ができないなど負担が大

きくなり、他の災害対応に従事できなかった 

評価  避難所における情報伝達・共有の方法として、広く情報が行き渡るよう工夫 

課題 された市町村があった一方で、避難者に対する被害情報や帰宅の見通しなどに 

   関する情報提供が不十分な市町村があった 

評価  避難所と市町村災害対策本部との密な情報共有が行われ、ニーズ把握など 

課題 により、的確な支援が行われた一方で、避難所の実態の把握がされず、的確 

   な避難者支援ができない市町村があった 
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 避難所に避難している住民に対する被害状況や復旧見込などに関する情報提供について、

移動系の防災行政無線を活用して、連絡を密に行った。 

 それに対して、特に、避難所の開設期間が長期になる場合は、市町村災害対策本部から

避難者に対して、帰宅できる時期の見通し等の情報提供が必要であったが、十分には行わ

れなかった。 

 

 

 

 

 

 
市町村は、あらかじめ避難所ごとに避難所運営マニュアルを作成することにより、避難

所でのプライバシー保持や、高齢者や女性、子どもなどに配慮した避難所運営を行う必要

がある。 

道は、こうした市町村における取組を支援する必要がある。 

市町村は、避難者がより快適な避難生活を送ることができるよう、避難所に必要な物資

等を備えておく必要がある。 

道は、市町村を補完するような物資の備蓄を行う必要がある。 

（本道の積雪寒冷という気候での要配慮者を考慮した避難所の環境整備も必要である。） 

 

 
市町村は、あらかじめ避難所ごとに避難所運営マニュアルを作成することにより、自主

防災組織などの住民が主体となった避難所運営を行うことや、避難者数の把握など避難者

の実態を確実に把握する仕組みを構築する必要がある。 

また、円滑な避難所運営を行うため、住民参加型の訓練を実施することや学校が避難所

となった場合、開設直後においては、教職員の協力が必要となることから、平常時からの

訓練の実施が必要である1。 

道は、こうした市町村における訓練を支援するため、Ｄｏはぐ等防災教育教材を活用す

るなど取組を推進する必要がある。 

 

                                                                                                                                                                         
1 平成 29 年１月 20日 28 文科初第 1353 号通知「大規模災害時の学校における避難所運営の協力に関

する留意事項について（通知）」 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

避難所の生活環境への配慮、住民主体の避難所運営体制の構築 

提言①  避難所の生活環境や健康管理、プライバシーにも配慮した運営の徹底 

     【道・市町村】 

提言②  住民を主体とした円滑な避難所運営ができる体制の構築と訓練の実施 

     【道・市町村・住民】 
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市町村は、避難者を不安にさせないように各避難所に対して、避難者が求める現在の被

害情報や自宅の損壊等の状況、帰宅できる時期の見通しなどの情報を随時提供する仕組み

を構築する必要がある。 

道は、こうした市町村における取組を支援する必要がある。 

 

 
市町村は、各避難所に対する的確な支援を行うため、実態とニーズの把握を徹底する必

要がある。 

道は、こうした市町村の取組を支援する必要がある。 

 

提言③  避難者を不安にさせないような避難所へのこまめな情報提供、情報共有体

制の構築 

     【道・市町村】 

提言④  的確な支援を行うための避難所の実態とニーズ把握の徹底 

     【道・市町村】 
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物資の備蓄・調達体制の整備 

 道民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から最低３

日分の食料・飲料水等の備蓄や、懐中電灯・ラジオ等の非常持出品の準備を行うこととさ

れており、そのために、道や市町村は、各種行事等を通じて、備蓄に努めるよう啓発を行

うとされている。 

 市町村は、食料、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品等を備蓄するとともに、あらかじ

め民間事業者と協定を締結するなど、備蓄・調達体制の整備に努めることとされている。 

また、道は、市町村が自ら食料その他の物資の調達等を行うことが困難な場合に、被災

者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、あらかじめ民間事業者と協定を締結するなど

物資の調達体制の整備に努めるとされている。 

実際に、道及び市町村では、平常時から民間事業者と「災害時における物資の供給に関

する協定」を締結するとともに、定期的に連絡をとったり、訓練等に参加したりするなど、

顔が見える関係づくりに努め、調達物資を確保できる環境整備に取り組んできている。 

 

 

 

 

 

 

 

物資の備蓄、調達、配布及び需要把握等 

〈検証の視点：避難所に対する物資の供給状況、物資のニーズ把握、物資の調達

状況〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

  

↑ 北海道コカ・コーラボトリング（株）、

（株）セコマとの協定調印式の様子 

↑ 道防災総合訓練において、協定に基づき、

支援物資を避難所へ搬入する訓練を実施 

検証項目４：物資及び資機材の備蓄・支援 
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被災地域内での物資の確保 

 災害時において、避難所に滞在する被災者等に対して、住民の生活を確保するためには、

食料その他生活必需物資等を安定的に確保することが重要となる。 

 住民が生活必需物資等の備蓄を行っているなど、地域において十分な備蓄があり、被災

地域内で物資の確保が可能な市町村では、町内会を中心に住民同士で炊き出し等を行い、

自主的に食料等を確保したり、避難所開設にあたり、速やかに備蓄物資を用意して対応し

た例があった。 

 しかしながら、被害の大きい地域においては、住居の浸水や水道等のインフラ被災によ

る避難の長期化という状況の中で、避難する際に非常持出品等を持たずに避難所へ避難す

る住民が多かったことや、供給された食料に対して住民から「味が飽きた」などの声があ

がるなど、備蓄では必要な物資を十分に確保できていない市町村があり、被災地域外から

広域的に不足する物資を調達することが必要な事態となった例もあった。 

なお、広域的に物資を調達する場合には、大きく分けて、①物資ニーズの把握及び速や

かな集約、②ニーズに沿った物資の調達、③調達物資の被災者への迅速・確実な輸送、と

いう３つの局面で態勢を確立することとなる（図３－４－１参照）。 

 

 

  
■図３－４－１：物資調達に係るフロー図 

 

 

２ 今回の主な対応 

被災市町村 
民間事業者 

市町村災害対策本部 避 難 所 
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物資ニーズの把握・集約 

 被災地域での物資ニーズ把握・集約については、一部の市町村において、避難所に配置

された市町村職員が避難者からのニーズを定期的に市町村災害対策本部へ連絡を行うなど

の方法で、効率的な情報伝達を行うとともに、市町村災害対策本部では、その情報に基づ

き、不足する物資については道や民間事業者に対して要請を行うなどの対応をとった。 

 市町村で把握された物資ニーズは、道から派遣された情報連絡職員をはじめ、支援職員

や振興局を経由して、道に集約された。これらの情報の中には、市町村が必要としている

物資に関する情報のみならず、避難所における被災者の様子や、被災地における道路や物

資の流通状況などの物資ニーズ把握のための間接的な情報を入手することができたため、

将来的なニーズ把握に役立てることができた。 

 一方で、物資のニーズを伝える際に、物資の調達や輸送に必要な情報（搬入場所や現地

受入担当者など）が伝達されなかった場合があり、何度も確認の連絡をとる必要が出るな

ど、物資ニーズを集約する過程で課題も見られた例もあった。 

 

物資の調達 

 市町村は、必要により、民間事業者との協定に基づき、不足する物資を調達し、また、

道においても、市町村からの要請に応じて、協定を活用しながら、広域的な支援物資の調

達に向けた調整を民間事業者と行った（表３－４－１）。市町村での物資受入担当窓口が

一元化されていたことや、広域的に調達が必要な物資ニーズが道に集約されていたことも

あり、民間事業者との調整において、混乱や情報が錯綜することなく、円滑に実施するこ

とができた。 

 さらに、道に対して、協定を締結していない民間事業者から無償による物資提供の申し

出があり、被災市町村との調整を行った。これらの申し出の中には、従来の災害での支援

経験を踏まえたものもあり、細かな被災者ニーズを満たす支援に結びついた。例えば、断

水により洗濯や皿洗いができない被災者に対して下着やプラスチック容器が、浸水した住

宅のために合板や消毒液、高圧洗浄機が、そして、長期化する避難所生活者に対して段ボ

ールベッドなどが提供された。 

 また、断水した地域に対しては、生活用水の確保が必要となったため、給水車を保有す

る他の市町村や自衛隊の応援などを得た。 
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■表３－４－１：民間事業者等との協定と提供された支援物資等 

 
 

 

調達物資の輸送 

 道からの要請に基づいて調達した物資の輸送については、物資を提供した民間事業者が

自前の手段や関係する輸送事業者を手配、または、道との協定に基づき要請された輸送事

業者の協力により、円滑な物資輸送を実施した。 

 これらの物資輸送を実施する際には、道から輸送事業者に対して、事前に通行可能なル

ート等の道路情報を提供したため、輸送事業者及び要請市町村は現地の物資到着時間を計

算することができた。また、高速道路の無料化措置がとられたことで、物資の円滑な輸送

につながった。 

 一方、避難所に提供された支援物資の中には、一定程度充足された後も、数日間搬入さ

れ続けたものもあった。 

 

 

 

  

← 日本赤十字北海道看護大学から提供され

た段ボールベッドを、（社）北海道トラッ

ク協会が手配したトラックを使って、避

難所へ輸送した 
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関係機関の取組 公益社団法人 北海道トラック協会 

トラック業界による迅速な緊急物資輸送 

今回の大雨等災害では、全道各地のトラック協会会員事業者３６社が被害に遭

い、社屋の損壊、倉庫、ダンプカーが流出するなど莫大な被害が出た。 

災害当初から全道の会員事業者の被害状況、道路の通行止め等の情報収集を図

り、リアルタイムに全会員に周知した。 

また、９月２日付、(公社)全日本トラック協会、９月５日付、北海道運輸局から

「平成２８年台風１０号等の被害を踏まえてトラックの輸送力の確保」の依頼を受

けて、全会員事業者に周知し輸送力を確保した。 

こうした中、北海道災害対策本部から協定に基づく緊急物資輸送の依頼があり、

ダンボールベッド２０台等を主要な道路が寸断されている中、北見市から新得町へ

輸送するなど迅速な緊急物資輸送を実施した。 

関係機関の取組 日本赤十字社北海道支部 

災害救援物資の緊急輸送・配布 

平成２８年８月２０日から９月にかけ

ての大雨等災害において、日本赤十字社

北海道支部では、災害警戒本部を設置

し、各市町村の被害状況や住民の避難状

況、救援物資のニーズなど情報収集を行

い、その後、災害救護実施対策本部体制

に移行して、災害救護活動を行った。 

多数の避難者が出た１０市町に対し、 

災害救援物資である毛布約１，６００枚、 

緊急セット約７００個の緊急輸送・配布を行った。 
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関係機関の取組 公益財団法人 北海道消防協会 

支援物資（非常食）の手配 

公益財団法人北海道消防協会では、公益財団法人日本消防協会が定める「大規模災

害対策支援金交付要綱」に基づき、非常用食料２０００食を申請し、消防団の災害活

動状況に応じ、その支援物資の受け入れ等について手配等の作業を行った。 

 日本消防協会では、大規模な火災または地震等の災害が発生した場合などにおい

て、消防団が長時間にわたる活動に従事した場合に、消防団活動を支援するために交

付金及び非常用食料の交付基準を定めている。 

昨年の台風１０号による災害に関しては、岩手県に対しても当該支援金交付要綱

に基づき支援金が交付されたところである。 

 北海道消防協会では、各地の被害及び活動状況を調査し、以下のとおり非常食の手

配を行った。 

① ８月２０日から２４日にかけて活動が続いた北見地区消防組合管内消防団へ５０

０食。 

② ８月３１日から９月１日にかけて活動が集中した富良野広域連合の南富良野支署

管内消防団へ５００食。 

③ ８月１７日から９月５日の長期にわたり活動が続いた、とかち広域消防事務組合

管内の消防団へ１０００食。 

北海道消防協会では、この度の活動は日本消防協会の支援要綱に基づいた活動で

あったが、今後に向け、現場で活動する消防団員に対しどのような支援ができるか

について検討しているところである。 

 

   

各地に届けられた非常用食料（写真提供：富良野広域連合消防本部） 


